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序     文 

 

モンゴル国では農牧業が国の基幹産業であり、GDP 全体の約 20%、総就業人口の約 42%を占めて

いる。かかる中で、近年発生した大規模な干ばつや雪害（ゾド）はモンゴルの社会経済に深刻な被害

をもたらし、農牧業に依存するモンゴル国の社会経済発展の阻害要因となっている。 

これらの状況を受け、モンゴル政府は我が国に対し、適切な自然災害管理や気候変化の影響評価に

資するため、気象業務に従事する技術者の人材育成を通し、数値予報をはじめとする新しい気象解

析・予報技術による気象予警報システムの改善、地球温暖化に伴うモンゴル域の気候変化予測情報の

作成、干ばつ／ゾド（寒雪害）の早期警戒システムの構築、黄砂観測情報の作成、行政機関や牧畜民

などに対する気象情報の理解度向上を図るための技術協力プロジェクトを要請し、2005 年 2 月より

「モンゴル国気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト」が実施された。 

JICA はこれまでの活動実績の整理と、今後に向けての教訓と提言の抽出のため、須藤和男国際協

力専門員を団長とする終了時評価調査団を 2008 年 9 月 5 日から 25 日まで派遣した。同調査団での協

議内容は合同終了時評価報告書にまとめられ、同調査団の派遣に合わせて開催された合同調整委員会

の場にてモンゴル国自然環境省次官、気象庁長官と調査団長との間でその署名が取り交わされた。 

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあたって多く

の関係者に広く活用されることを願うものである。 

ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた内外関係機関の方々に深く謝意を表すると

ともに、引き続きいっそうのご支援をお願いする次第である。 

 

平成 20 年 10 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部長 中川 聞夫
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 
国名：モンゴル国 案件名： 気象予測及びデータ解析のための人材育

成プロジェクト 
分野：自然環境 援助形態：技術協力（業務実施契約） 
所轄部署：地球環境部水資源・防災グループ

防災第１課 
協力金額（評価時点）：  501,275 千円 

先方関係機関：自然環境省気象水文環境監視庁 協力期間 2005 年 2 月～2008 年 10 月 
日本側協力機関：気象庁、（財）日本気象協会 

１．協力の背景と概要 
モンゴル国では農牧業が国の基幹産業であり、GDP 全体の約 20%、総就業人口の約 42%を占め

ている。かかる中で、近年発生した大規模な干ばつやゾド（雪害）はモンゴルの社会経済に深刻な
被害をもたらした。2001～02 年には、約 269 万頭の家畜が死亡し被害額は 1 兆 80 億トゥグルグ（約
960 億円）、1999 年からの年平均では、死亡した家畜数は約 231 万頭、被害額は約 3,168 億トゥグル
グ（約 302 億円）となっている。干ばつやゾドに限らず、洪水やひょう害、強風など気象災害は全
国で発生しており、これらの気象災害は、農牧業に依存するモンゴル国の社会経済発展の阻害要因
となっている。また、短期気象変動だけでなく地球温暖化による気候変動、砂漠化など気候変動に
伴う自然環境や陸上生態系の長期的な変化は、農牧業への影響、水資源への影響などを通して自然
に依存している部分の大きいモンゴル国民の生活に深刻な影響を与えることが懸念されている。 
モンゴル国政府は、国の気象機関である気象水文環境監視庁（NAMHEM）によってこれらの問

題に対応するため、我が国専門家の支援により策定されたマスタープランに基づき気象業務の向上
に向けた活動を計画的に実施している。我が国はこれまで、このマスタープラン策定支援の専門家
をはじめ 4 度にわたる専門家派遣や、観測・予報・ネットワーク設備の整備のための 2 度の無償資
金協力を実施してきた。具体的には、気象レーダや自動気象観測装置など気象観測・予報・伝達に
係る機材が導入されたことによりハード面では一定の整備が行われ、ソフト面では一部の技術者を
海外に派遣するなど独自の研修活動によって技術レベルの向上と気象情報の改善にある程度の成
果が認められるものの、数値予報や気象解析などの分野における他国の優れた技術を習得し
NAMHEM 全体の技術レベルの底上げを行うことができず、気象セクターの開発を阻害する大きな
要因となっている。また、行政機関や牧畜民など気象情報の利用者の理解力不足により、気象情報
が適切に利用されておらず、適切な防災活動が必ずしも行われていない。 

これらの状況を受け、モンゴル政府は我が国に対し、適切な自然災害管理や気候変化の影響評価
に資するため、これまでの専門家派遣および無償資金協力により培った気象観測業務の基盤を更に
拡大すべく、気象業務に従事する技術者の人材育成を通し、数値予報をはじめとする新しい気象解
析・予報技術による気象予警報システムの改善、地球温暖化に伴うモンゴル域の気候変化予測情報
の作成、干ばつ／ゾド（寒雪害）の早期警戒システムの構築、黄砂観測情報の作成、行政機関や牧
畜民などに対する気象情報の理解度向上を図るための技術協力プロジェクトを要請し、2005 年 2
月より「モンゴル国気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト」が実施されてきた。
なお、本プロジェクトの中間評価調査は 2006 年 9 月に実施され、2008 年 10 月をもって終了する予
定である。 
 
内容 
（１）上位目標 

気象情報が自然災害管理や気候変化の影響評価に活用される 
 
（２）プロジェクト目標 

気象業務従事者及び環境専門家の人材育成を通じて、より信頼性の高い有用な気象情報（黄砂を
含む）が適時に提供される 

 
（３）アウトプット 

1. モンゴル国を対象にした領域モデルによる数値予報が現業化される 
2. 気候モデルを使った地球温暖化に伴うモンゴル域の気候変化予測が実施される 
3. 数値予報データに基づいた天気予報（短期、中期、長期）が作成される 
4. 干ばつ／ゾドの早期警戒システムが構築される 
5. 国、地方自治体、関係機関及び末端利用者（牧畜民や住民を含む）の気象情報の理解度が向

上する 
6. 気象観測・予報システム（気象レーダ及びコンピューター・ネットワーク）が安定して運用さ

れる 
7. 黄砂観測情報が作成される 



（４）投入（評価時点） 総投入額 501,275 千円 
日本側：専門家派遣      14 名   機材供与 約 236,125,000 円 
 研修員受入      11 名   ローカルコスト負担  約 19,719,000 円 

 
モンゴル国側：カウンターパート配置 7 名 
    土地・施設提供：専門家執務室 
    ローカルコスト負担：235.1 百万ﾄｩｸﾞﾙｸﾞ 

２．評価調査団の概要 
調査者 (1) 団長／総括 須藤 和男  JICA 地球環境部 課題アドバイザー 

(2) 気象分析評価 國次 雅司  気象庁 予報部数値予報課 
(3) 評価分析 末吉 由起子 グローバルリンクマネージメント株式会社 
(4) 協力評価 松浦 象平 JICA 地球環境部水資源・防災グループ 防災第１課

調査期間  2008 年 9 月 5 日～2008 年 9 月 25 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要（ A：大変良い、B：良い、C：一部良いが、課題がある、D：悪い） 
３-１ 実績の確認 
（プロジェクト目標の達成度合い） 
評価結果（B）：本評価調査において、（1）日本人専門家により移転された技術が NAMHEM の日
常業務に有効活用されていること、（2）カウンターパート（CP）が新たに習得した技術を若手の
技術者に普及していることから、プロジェクト目標である NAMHEM の人材育成を通じた気象サー
ビスの向上が実現しつつあると判断した。 
 
（アウトプット１の達成度合い）数値予報 
評価結果（A）：本アウトプットでは、日本が 2003 年に実施した無償資金協力「気象情報ネットワ
ーク整備計画」によって導入されたコンピューターシステムを活用し、数値予測に基づいたより精
度の高い予報サービスを提供するための人材育成を目的としている。本評価調査において、CP は、
日本人専門家からの講義や実技を通じて領域数値予報モデルの開発に必要な知識や技術を習得し、
日常業務に適応できるレベルに達していることが確認された。本プロジェクトの実施により、モン
ゴル領域の予報精度が向上し、予報期間が 3 日から 5 日に延長されるなど、プロジェクトの成果は
既にうかがうことができる。 
 
（アウトプット２の達成度合い）気候変化予測 
評価結果（B）：NAMHEM の「2015 年までの気象環境セクター開発プログラム」実施を支援する
ために、アウトプット 2 は気候変化予測業務に従事する人材育成を通じて、より精度の高い気候変
化予測モデルの改良と情報の公開を目的としている（プロジェクト終了時までには実現する予定）。
本プロジェクト期間中に海外留学した CP の補填がなされなかった為、当初予定していた人材育成
の数は達成できなかったが、留学中の職員は帰国後も気候変化予測業務に従事することが確約され
ており、更に、本プロジェクトで同分野において能力強化された職員が若手職員の育成に積極的で
あることから、将来的には本アウトプットの達成は見込まれる。 
 
（アウトプット３の達成度合い）気象予報 
評価結果（B）：NAMHEM では、これまでの日本の無償資金協力を含む気象予報機材の整備によ
り、情報処理装置の高度化と気象データの蓄積が行われたものの、これらの機材やデータを有効に
活用する技術者の育成が必要とされていた。本アウトプットでは、CP を中心としたガイダンスワ
ーキンググループを設置し、数値予報の結果に基づいたガイダンス作成を担う人材育成を目的とし
ている。プロジェクト実施期間中の CP の留学や退職等に対し人員の補填がなされなかった為、当
初目標としていた人員数を満たすことができなかった。他方、本プロジェクトで同分野において能
力強化された職員が自ら若手技術者の育成を始めていることから、将来的には本アウトプットの達
成は見込まれる。 
 
（アウトプット４の達成度合い）干ばつ/ゾド早期警戒システム 
評価結果（B）：本アウトプットは、既存の農業／牧畜気象観測を整備・強化するとともに、それ
ら観測データに基づく干ばつ／ゾドの早期警戒体制の構築に従事する人材を育成することを目的
としている。本プロジェクトの実施により、牧草量と草丈地図のスケール（規模）が郡（ソム）か
ら村（バグ）に細分化され、さらに干ばつ/ゾドの警報発出に必要な警報ラインを定めたガイドライ
ンが作成されたが、このガイドラインの活用は限定的である。 
 
（アウトプット５の達成度合い）気象サービス普及 
評価結果（A）：本アウトプットでは、防災関係省庁やパイロット県の防災関係機関及び住民を対
象としたセミナーやワークショップを通じて、気象情報利用者のニーズを把握すると同時に気象情
報に関する理解度向上を目指している。本活動の実施により、気象情報を受ける側の知識が深まっ



ただけでなく、提供する側も利用者との対話を通じて気象予報業務へのインセンティブを高めるこ
とに繋がった。さらに、NAMHEM と関係省庁特に NEMA との連携関係の促進に貢献した。 
 
（アウトプット６の達成度合い）気象観測・予報システム運用維持管理 
評価結果（A）：アウトプット 6 は、これまで日本が無償資金協力を通じて供与したドップラー気
象レーダ及びコンピューター・ネットワーク等の持続的な利用促進と維持管理を目指し、機材の運
営維持管理やシステムの運用に必要な人材の育成を目的としている。日本人専門家や CP に対する
聞き取り調査において、評価時点における気象観測・予報システムの運用維持に従事する技術は十
分なレベルに達していることが確認された。他方、無償資金協力の機材は稼動しているもの、老朽
化が進んでおり、メーカもスペアパーツを既に製造していない状況となっている。 
 
（アウトプット７の達成度合い）黄砂モニタリング 
評価結果（A）：本アウトプットはプロジェクト開始後の 2005 年 3 月に追加されたものであり、黄
砂モニタリングネットワーク構築に必要な資機材の供与と人材育成を目的としている。黄砂観測機
器が設置された４か所の観測所から定期的に伝送されてくるデータは、CP や日本人専門家により
黄砂の飛来状況や大気汚染の状態の分析に必要な情報として有効に活用されている。 
 
３-２ 評価結果の要約（ A：大変良い、B：良い、C：一部良いが、課題がある、D：悪い） 
（1）妥当性：評価結果（A）：「NAMHEM の 2015 年までの気象環境プログラム」では、2015 年
までに NAMHEM の人材育成、気象機材の近代化、気象ネットワークの構築等を通じた気象サービ
ス業務の向上を目指すことが明記されている。また、日本の ODA 政策である「対モンゴル国別援
助計画 2004」でも、重点分野の一つである環境保全の中で、総合的な気象・環境モニタリングや自
然環境情報整備への支援が明記されており、本プロジェクトとの整合性を有している。NAMHEM
は気象情報提供を一元的に掌握する政府機関であり、気象サービスの向上において NAMHEM 職員
の知識や技術の向上は不可欠であることから、ターゲットグループ及び実施機関の選定は適切であ
ったと考えられる。 
 
（2）有効性：評価結果（B）：プロジェクトの実施により、CP の気象に関する知識や技術が向上
し、人材の育成を通じて気象情報の精度が向上した状況が確認された。しかし、本評価時点で達成
状況を測るための指標（育成された人数）が一部満たされていない。本プロジェクトで計画された
アウトプットは、NAMHEM の気象サービス向上に不可欠な技術や知識の移転を行っていることか
ら、プロジェクト目標の達成に直接的に貢献していると考えられる。アウトプット 5 は、気象情報
の利用者である行政機関や遊牧民を対象とした啓発活動を行うと同時に、利用者のニーズを反映さ
せた気象サービスの質の向上を促進するものである。 
 
（3）効率性：評価結果（B）：日本側の投入は、量・質・タイミングとほぼ予定通り実施され、そ
れらの投入はプロジェクト目標の達成の為に十分に活用されたことが確認された。これら投入は、
プロジェクト活動だけに限定されず、既に CP の日常業務で有効活用されている。日本側から供与
された資機材も適切に使用されており、維持管理に必要な技術者も適切に配置されている。プロジ
ェクトの効率性をより高めるには、PDM に基づいた進捗状況の確認をより頻繁に行う必要があっ
たと考えられる。モンゴル側からも、本プロジェクトの実施に必要な人員や施設が適切に提供され
た。CP の留学や異動によって幾つかの活動に遅れが生じたものの、最終的には全ての活動は達成
される見込みである。 
 
（4）インパクト：評価結果（B）：上位目標を達成するためには、NAMHEM と関連機関との連携
関係が強化され、気象情報が自然災害管理に係る政策作成に活用されることが不可欠であるが、現
時点では、精度の上がった気象情報を関連機関と共有する初期段階にあると言える。プラスのイン
パクトとして、CP が本プロジェクトの成果の一つである黄砂モニタリングデータを活用して調査
研究を充実させ、他機関との共同研究ネットワークを拡げた事例、地方ワークショップの参加者が
気象情報に合わせて行動を変化させている事例が報告された。 
 
（5）自立発展性：評価結果（A）：政策面では、「2015 年までの気象環境プログラム」に明記さ
れているとおり NAMHEM は気象分野の人材育成、気象情報の向上、全国の気象ネットワークの構
築を行う計画を有していることから、本プロジェクトの成果を継続させるための、政策的な支援が
確保されている。組織・財政面において、①NAMHEM は自然環境省の気象情報提供を掌握する政
府組織として、モンゴルの気象セクターにおける高い責任感とオーナーシップを有している点、②
気象分野への国家的戦略上の重要性から NAMHEM の年間予算は増加傾向にある点から鑑みると、
自立発展性は高いと言える。さらに CP は本プロジェクトを通じて習得した新しい技術や知識を既
に日常業務に活用しており、同部署内の技術者の育成を行っていることから技術・知識面での持続
性も高いと判断された。 



３-３ 効果発現に貢献した要因 
効果発現に貢献した要因として、我が国のこれまでの専門家派遣および無償資金協力により、CP

の気象観測業務の基盤が出来ていたことがはじめに挙げられる。また、CP への聞き取り調査によ
ると、日本人専門家から移転された知識や技術は彼らの日常業務に直結するものであり、モンゴル
側の技術的ニーズに合っていた点が指摘された。これにより、NAMHEM の CP や技術者による本
プロジェクトのオーナーシップが高まり、プロジェクトの活動に対する参加意欲を高め、諸活動を
円滑に進めることができた。その他に CP のオーナーシップを高めた要因として、地方ワークショ
ップでの利用者との直接対話が挙げられる。このセッションへの参加は、利用者が使いやすい気象
サービスの提供を促すきっかけとなった旨が報告された。 
 
３-４ 問題点および問題を惹起した要因 
本プロジェクトにおける問題点としては、プロジェクト開始時の CP が海外留学や離職をしてし

まい、また、その代わりとなる職員も配置されなかったため、目標人数の CP を育成できなかった
ことが挙げられる。他方、本プロジェクトで育成された職員は、若手職員の育成に熱心に取り組ん
でいるため、将来的には必要数の技術者が育成されることと思われる。 
 
３-５ 結論 

本プロジェクトは、プロジェクト目標である「人材育成を通じたより精度の高い気象情報の提供」
を実現するため、また、気象サービスの向上に貢献すべく NAMHEM の人材育成を行ってきた。本
評価時点でプロジェクト目標を達成するための７つのアウトプットにかかる幾つかの活動が継続
中であるが、CP は独自でそれらの活動を継続し、日常業務に活用し、さらにその成果を普及でき
る十分な能力レベルに達している。本プロジェクトの供与機材も右理由により有効活用されてお
り、維持管理体制も整っている。よって、本プロジェクトの自立発展性は非常に高いと判断された。
今後はプロジェクトの成果をさらに拡大していくためにも、NAMHEM が関連省庁や機関との連携
を強化し、自然災害管理における気象セクターの役割をより明確なものにすることが望まれる。 
 
３-６ 提言 

終了時評価における NAMHEM に対する提言のポイントは次のとおり。 
1) 引き続き数値予報モデルの検証を行い、業務に活用する。 
2) 干ばつ・ゾド、気候変動等にかかるプロジェクトの成果品を一般社会へ幅広く普及・展開す

る。 
3) 干ばつ・ゾドの早期警報システムを設立し、一般社会へ確実に情報を届けるための NAMHEM

内の体制作り及び自然環境観光省（MNET）、食料農業省（MFA）及び非常事態庁（NEMA）
等の関係省庁への情報供与を行う。 

4) プロジェクトの３つのパイロット県で行った各研修を引き続き対象地域を広げて実施する。
5) プロジェクト終了後も上記の活動及び供与機材の維持管理を継続的に行うための予算を確保

する。 
 
３-７ 教訓 

1) 技術移転に関すること：本プロジェクトの CP のように気象業務における豊富な経験を有し
ていると、日本人専門家による先進的な技術・知識の移転がより効率的に行うことができる。
さらに、リーダー的存在の人材を CP として選定することにより、若手技術者への技術移転
や知識の普及が積極的に行われるようになり、結果として、自立発展性を高める要因となる
可能性が高い。 

2) モニタリング体制に関すること：短期専門家派遣が中心となる技術移転は、プロジェクトの
進捗状況を確認するためのモニタリング活動を継続的に実施する上で困難が生じる場合があ
るが、プロジェクトの実施過程において、CP と日本人専門家がプロジェクトの進捗状況を共
有し、問題について協議する場を積極的に設けることにより、プロジェクトの効率性を高め
ることは重要である。 
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第1章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 
本プロジェクトは 2008 年 10 月をもって終了するため、下記の要領で終了時評価調査を行った。 

（1）JICA 事業評価ガイドラインに基づきプロジェクトの終了時評価を行う。 

（2）プロジェクトの残りの協力期間及びプロジェクト終了後における活動方針について提言を

取りまとめる。 

（3）上記の評価結果及び提言の内容を合同評価レポートにまとめ、合同評価委員会及び合同調整

委員会において協議を行い、「モ」国と合意形成し、ミニッツ署名により確認する。 

（4）将来におけるプロジェクト計画・実施の参考となる経験・教訓を評価結果から抽出し、取り

まとめる。 

1-2 評価調査団の構成と調査期間 
調査期間：2008 年 9 月 5 日～9 月 25 日 

評価調査団： 

【モンゴル側】 

   
Dashdorj TSEESODROLTSOO 調査団長 Deputy Director General, NAMHEM 
Byambaa ERDENEMUNKH 評価メンバー Marketing Officer, Division of Finance and Economy, 

NAMHEM 
Norov BATTUR 評価メンバー Officer, Division of Policy and Planning, NAMHEM 

 

【日本側】 

   
須藤 和男 団長／総括 JICA 地球環境部 課題アドバイザー 
國次 雅司 気象分析評価 気象庁 予報部数値予報課 
松浦 象平 協力評価  JICA 地球環境部水資源・防災グループ防災第１課

末吉 由起子 評価分析 グローバルリンクマネージメント株式会社 
 

1-3 主要面談者 
本評価における主要面談者は以下のとおりである。面談者の詳細情報については添付資料 1 合同評

価レポートの Annex 1 を参照ありたい。 

 JICA 専門家 

 プロジェクトの CP（NAMHEM の気象水文研究所、情報計算センター、国際協力部職員） 

 ワークショップの参加者（パイロット県庁職員、非常事態庁県職員、遊牧民等） 

1-4 評価方法と評価 5 項目 
本終了時評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月：改訂版）』に基づいた評価手法

に沿って以下のとおり実施された。今般の調査では以下②と③の項目において 4 段階評価を加えて行

った。 

① プロジェクトの計画を論理的に配置したプロジェクトデザインマトリックス（Project Design 
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Matrix：以下、PDM と呼ぶ）を評価フレームワークとして捉え、本プロジェクトで使用してい

る最新の PDM21の指標に照らしてプロジェクトの実績を確認する。 

② いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報をもとに、プロジェクトの現状を実績・実施プロ

セス・因果関係の観点から把握・検証する。活動実績については、A：大変良い（Excellent）、B：

良い（Good）、C：一部良いが、課題がある（Fair）、D：悪い（Unsatisfactory）、の 4 段階評価2を

行う。 

③ 「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 つの観点（評価 5 項目）から、

プロジェクト実施の価値を総合的に評価する。さらに、それぞれの項目につき、A:：大変良い

（Excellent）、B：良い（Good）、C：一部良いが、課題がある（Fair）、D：悪い（Unsatisfactory）、

の 4 段階評価を行う。 

④ また上記①から③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした様々な要因の特定を試み、今後

のモンゴル国側及び日本側双方の活動に対しての提言と、モンゴル国側及び日本側双方のその他

案件に対する教訓を抽出する。 

本プロジェクトの終了時評価に適用される評価 5 項目の各項目の定義は以下のとおりである。 

評価 5 項目の定義 

評価五項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、相手国の政策との整合性はあるか、日本の援助政策に沿ったものか

等「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により、受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか（あ

るいはもたらされるのか）を問う視点。 

効率性 主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、投入資源が有効に活用されてい

るか（あるいはされるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視

点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。 

 

上述のとおり PDM2 を評価のフレームワークとして評価グリッドを作成し、それに沿って以下の

方法で評価調査を行った。PDM2 は添付資料 1、評価グリッドについては、添付資料 2 を参照ありた

い。 

 既存資料レビュー（事前評価報告書、運営指導調査報告書、インセプションレポート、プロ
グレスレポート、中間評価報告書等） 

 アンケート調査（CP、JICA 専門家） 

 キー・インフォーマント・インタビュー（CP 含む NAMHEM 職員、専門家、パイロット県
気象台職員、地方自治体関係者、ワークショップ参加者等） 

 直接観察（NAMHEM、ドンドゴビ県気象台、ヘンティ県気象台、ザミンウッド観測所等） 
                                                        
1 PDM は、① 2005 年 3 月の運営指導調査時、② 2006 年 8 月の中間評価調査時に 2 度変更されている。 
2 4 段階評価の判定は、日本とモンゴル側の合同評価チームの協議を通じて行われた。 
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上記方法で収集されたデータやその分析結果を、日本側評価団によって取り纏めた後、日本側とモ

ンゴル側の評価チーム内で活動及びアウトプットの実績や 5 項目評価について協議を行った。その結

果は合同評価報告書として、2008 年 9 月 23 日に開催された合同調整委員会（以下、JCC）に提出さ

れた。 



 
 

2-1

第2章 プロジェクトの背景と概要 

2-1 プロジェクトの背景 
モンゴル国では農牧業が国の基幹産業であり、GDP 全体の約 20%、総就業人口の約 42%を占めて

いる。かかる中で、近年発生した大規模な干ばつや雪害（ゾド）はモンゴルの社会経済に深刻な被害

をもたらした。2001～02 年には、約 269 万頭の家畜が死亡し被害額は 1 兆 80 億トゥグルグ（約 960

億円）、1999 年からの年平均では、死亡した家畜数は約 231 万頭、被害額は約 3,168 億トゥグルグ（約

302 億円）となっている。干ばつやゾドに限らず、洪水やひょう害、強風など気象災害は全国で発生

しており、これらの気象災害は、農牧業に依存するモンゴル国の社会経済発展の阻害要因となってい

る。また、短期気象変動だけでなく地球温暖化による気候変動、砂漠化など気候変動に伴う自然環境

や陸上生態系の長期的な変化は、農牧業への影響、水資源への影響などを通して自然に依存している

部分の大きいモンゴル国民の生活に深刻な影響を与えることが懸念されている。 

モンゴル国政府は、国の気象機関である気象水文環境監視庁（NAMHEM）によってこれらの問題

に対応するため、我が国専門家の支援により策定されたマスタープランに基づき気象業務の向上に向

けた活動を計画的に実施している。我が国はこれまで、このマスタープラン策定支援の専門家をはじ

め 4 度にわたる専門家派遣や、観測・予報・ネットワーク設備の整備のための 2 度の無償資金協力を

実施してきた。具体的には、気象レーダや自動気象観測装置など気象観測・予報・伝達に係る機材が

導入されたことによりハード面では一定の整備が行われ、ソフト面では一部の技術者を海外に派遣す

るなど独自の研修活動によって技術レベルの向上と気象情報の改善にある程度の成果が認められる

ものの、数値予報や気象解析などの分野における他国の優れた技術を習得し NAMHEM 全体の技術

レベルの底上げを行うことができず、気象セクターの開発を阻害する大きな要因となっている。また、

行政機関や牧畜民など気象情報の利用者の理解力不足により、気象情報が適切に利用されておらず、

適切な防災活動が必ずしも行われていない。 

これらの状況を受け、モンゴル政府は我が国に対し、適切な自然災害管理や気候変化の影響評価に

資するため、気象業務に従事する技術者の人材育成を通し、数値予報をはじめとする新しい気象解

析・予報技術による気象予警報システムの改善、地球温暖化に伴うモンゴル域の気候変化予測情報の

作成、干ばつ／ゾド（寒雪害）の早期警戒システムの構築、黄砂観測情報の作成、行政機関や牧畜民

などに対する気象情報の理解度向上を図るための技術協力プロジェクトを要請し、2005 年 2 月より

「モンゴル国気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト」が実施されてきた。なお、本

プロジェクトの中間評価調査は 2006 年 9 月に実施され、2008 年 10 月をもって終了する。 
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2-2 プロジェクトの概要 
 

プロジェクト名 気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト 

実施機関 気象水文環境監視庁 

ターゲットグループ 
/パイロットサイト 

気象水文環境監視庁職員、パイロットサイトのワークショップ参加者 
（主に県庁防災担当官、遊牧民） 
 
3 つのパイロットサイトは以下のとおり 
県 備考 
ヘンティ県 東部、首都より約 330Km 
ドンドゴビ県 南部、首都より約 280Km 
ゴビアルタイ県 西部、首都より約 1,100Km 

R/D 署名日 2005 年 1 月 17 日 

協力期間 

2005 年 2 月～2008 年 10 月 
 事前フェーズ（2005 年 2 月～2005 年 3 月） 
 基礎研修フェーズ（2005 年 4 月～2006 年 8 月） 
 運用体制構築フェーズ（2006 年 9 月～2008 年 10 月） 

 

上位目標 

気象情報が自然災害管理や気候変化3の影響評価に活用される 

 

プロジェクト目標 

気象業務従事者及び環境専門家の人材育成を通じて、より信頼性の高い有用な気象情報（黄砂を

含む）が適時に提供される 

 

アウトプット 

1. モンゴル国を対象にした領域モデルによる数値予報が現業化される 
2. 気候モデルを使った地球温暖化に伴うモンゴル域の気候変化予測が実施される 
3. 数値予報データに基づいた天気予報（短期、中期、長期）が作成される 
4. 干ばつ／ゾドの早期警戒システムが構築される 
5. 国、地方自治体、関係機関及び末端利用者（牧畜民や住民を含む）の気象情報の理解度が向上

する 
6. 気象観測・予報システム（気象レーダ及びコンピューター・ネットワーク）が安定して運用さ

れる 
7. 黄砂乾燥情報が作成される

                                                        
3 気候変動条約（UNFCCC）では、「気候変化（Climate Change）とは、地球の大気の組成を変化させる人間活動に直

接あるいは間接に起因する気候の変化であり、自然な気候変動（Natural Climate Variability）に対して追加的に生じる

ものをいう」とあり、気候変化と気候変動を区別している。本プロジェクトでは、これらの差異に留意して前者の気

候変化（Climate Change）を使用している。 
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第3章 プロジェクトの実績 

3-1 投入 
以下に述べるとおり、プロジェクトの実施期間を通じて、日本側とモンゴル側の投入は概ね計画通

りに実施された。 

3-1-1 日本側の投入 
1）専門家派遣 

プロジェクトの実施期間中に 14 人の専門家が合計 75.87 月／人分の投入計画のもとに派遣

されている。専門家派遣の詳細は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 5 を参照ありたい。 

分野 M/M 

1 総括／数値予報 20.04 

2 副総括／気象業務計画／機材据付・施工管理計画 9.17 

3 気象予報 13.20 

4 気象翻訳手法 1.97 

5 気象レーダ解析 2.33 

6 干ばつ／ゾド早期警戒システム 3.39 

7 GIS 技術 5.73 

8 牧畜気象 1.34 

9 気象サービス普及 9.50 

10 気象レーダ運用維持管理 2.10 

11 コンピューターネットワーキング 1.40 

12 黄砂モニタリングネットネットワーク運用維持管理／黄砂観測データ処理・共有 3.06 

13 黄砂モニタリングシステム機材計画・全体品質管理／黄砂観測データ解析 0.17 

14 機材据付工事監理 2.47 

 

2）研修実績 

本評価時点で、下表のとおり NAMHEM 職員 11 名が本邦研修を受講した。研修実績の詳細

は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 6 を参照ありたい。 

研修名 人数 

領域気候モデルを用いた地球温暖化による気候変化予測技術 1 名 

数値予報結果を用いた気象予報 4 名 

領域メソ短期予報モデルにおけるデータ同化技術 1 名 

日本における数値予報モデル出力からの天気予報作成システム 1 名 

干ばつ／ゾド早期警戒システム 4 名 

 

3）現地業務費 

本評価時点で、日本側の現地業務費として約 19,719,000 円が、プロジェクトの運営のために

活用された。現地業務費の詳細は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 8 を参照ありたい。 

4）供与機材 

日本側の機材供与の実績は約 236,125,000 円である。主な供与機材は、ライダー装置、地上

黄砂モニタリングシステム、牧草・家畜体重測定器、その他オフィス機器である。供与機材リ

ストの詳細は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 7 を参照ありたい。 
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3-1-2 モンゴル側の投入 
1）カウンターパートの配置 

本プロジェクトの実施のために配置されたモンゴル側の人員は、NAMHEM の気象水文研究

所、情報計算センター、国際協力部に所属する合計 7 名である。詳細は添付資料 1 合同評価レ

ポートの Annex 9 を参照ありたい。 

2）ローカルコスト・施設の提供 

モンゴル側より NAMHEM 内にプロジェクトの専門家の執務スペースが提供された。また、

プロジェクト開始当初からモンゴル側のローカルコストは安定的に負担されており、本評価時

点で、モンゴル側より約 235.1 百万トゥグルグが負担された。主な支出費目は、数値予報の研

修室及びライダー設置場所の建物改築費用、CP の出張旅費、地方ワークショップ会場借上げ

費等である。モンゴル側ローカルコスト負担の詳細は添付資料 1合同評価レポートのAnnex 10
を参照ありたい。 

3-2 活動実績 
PDM2 で計画された活動の実績は添付資料 1 合同評価レポートの Annex 11 のとおりである。活動

項目別の達成率は、プロジェクトの報告書及び関係者からの聞き取りに基づいて確認した。アウトプ

ット 7 では機材調達の遅延から一部活動に遅れが生じていたが、プロジェクト後半に同アウトプット

への投入を集中させたため、プロジェクト期間内に全ての活動が終了する見込みである。 

3-3 アウトプットの達成状況 
アウトプット 1: 数値予報 

モンゴル国を対象にした領域モデルによる数値予報が現業化される 
 

本アウトプットでは、日本が 2003 年に実施した無償資金協力「気象情報ネットワーク整備計画」

によって導入されたコンピューターシステムを活用し、数値予測に基づいたより精度の高い予報サー

ビスを提供するための人材育成を目的としている。本評価調査において、CP は、日本人専門家から

の講義や実技を通じて領域数値予報4モデルの開発に必要な知識や技術を習得し、日常業務に適応で

きるレベルに達していることが確認された。 

アウトプット 1 の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、大変良い（A）と判断した。 

 NAMHEM による領域数値予報モデルが業務体制に活用される 
NAMHEM はこれまで領域短期数値予報モデル（MM5）と韓国の全球数値予報モデルデー

タを境界条件として 3 日先の予報（短期予報）を行っていた。本プロジェクトで結成され

た数値予報ワーキンググループは、同モデルの境界条件を日本気象庁の全球数値予報デー

タに置き換えて、5 日先の予報（中期予報）を行うためのシステム構築に成功した。 

 

 数値予報モデルを開発できる技術者が 4 名育成される 
事前及び基礎研修フェーズにおける日本人専門家による講義を通じて、CP は気象力学や

数値予報に関する基礎的な知識を習得した。現在 CP3 名が数値予報モデルの開発に従事す

                                                        
4 大気の状態変化を数値的に計算して将来の状態を予測する、天気予報の手法のこと。 
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ると共に、若手技術者 3 名を育成し、同知識・技術の普及・定着を図っている。 

 

アウトプット 2: 気候変化予測 

気候モデルを使った地球温暖化に伴うモンゴル域の気候変化予測が実施される 
 

NAMHEM は「2015 年までの気象環境セクター開発プログラム」に基づき、モンゴル域の気候変

化状況を予測し、関係機関に公表する計画を有している。同プログラムの実施を支援するために、ア

ウトプット 2 は気候変化予測業務に従事する人材育成を通じて、より精度の高い気候変化予測モデル

の改良と情報の公開を目的としている。本プロジェクト期間中に海外留学した CP の補填がなされな

かった為、当初予定していた人材育成の数は達成できなかったが、留学中の職員は帰国後も気候変化

予測業務に従事することが確約されており、更に、本プロジェクトで同分野において能力強化された

職員が若手職員の育成に積極的であることから、将来的には本アウトプットの達成は見込まれる。 

アウトプット 2 の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、良い（B）と判断した。 

 モンゴル国の気候変化予測情報が公表される 
CP は、モンゴル領域気候モデル（RegCM3）を用いて、「現在気候 20 年」と「温暖化気候

20 年」の気候変化予測実験を行っている最中であり、この分析作業はプロジェクト終了ま

でに完了する予定である。しかしながら、これらの分析結果を公表する明確な計画がない

為、NAMHEM 内で公表の時期や方法に関する具体的な協議を進めることが肝要である。 

 

 気候変化予測ができる技術者が 2 名育成される 
事前及び基礎研修フェーズでは、アウトプット 1 と合同で気象力学や気候変化に関する研

修を行った。CP1 名は本邦研修に参加し、領域気候モデルによる気候変化予測に係る知識・

技術を習得し、継続して気候変化予測の分析作業に従事している。 

 

アウトプット 3: 気象予報 

数値予報データに基づいた天気予報（短期、中期、長期）が作成される 
 

NAMHEM では、これまでの日本の無償資金協力を含む気象予報機材の整備により、情報処理装置

の高度化と気象データの蓄積が行われたものの、これらの機材やデータを有効に活用する技術者の育

成が必要とされていた。本アウトプットでは、CP を中心としたガイダンス5ワーキンググループを設

置し、数値予報の結果に基づいたガイダンス作成を担う人材育成を目的としている。プロジェクト実

施期間中の CP の留学や退職等に対し人員の補填がなされなかった為、当初目標としていた人員数を

満たすことができなかった。他方、本プロジェクトで同分野において能力強化された職員が自ら若手

技術者の育成を始めていることから、将来的には本アウトプットの達成は見込まれる。 

アウトプット 3 の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、良い（B）と判断した。 

 県（アイマグ）レベル以下の地域細分による短期・中期予報が実施される 
全国 28 地点6（モンゴルの主要都市）にて、ヨーロッパ中期予報センター（ECMWF）の

                                                        
5 気温や雨量などの予報要素を直接示す予測資料。 
6 モンゴルには 21 のアイマグ（県）が存在する。 
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データを用いた短期・中期（1～5 日）の地上気温予報のためのガイダンス手法を開発した。

同手法を活用して 2006 年 9 月から日最高地上気温が、2007 年 12 月から日最低地上気温予

測がテレビやラジオで放映されている。 

 

 県（アイマグ）レベルでの長期予報が業務に活用される 
全国 28 地点を対象とした、アンサンブル予報7を含む長期（4 週間）予報ガイダンスの開

発が行われている。同モデルによる施行結果は、今年中に IMH に設置されている科学委員

会に提出される予定であり、同委員会の承認を得てから現業に活用されることになる。 

 

 新しい気象解析技術を習得した技術者が 5 名育成される 
事前及び基礎研修フェーズでは、ガイダンスワーキングループ 5 名が、「短期・中期・長

期天気予報ガイダンス」や「レーダ気象学」に関する基本的概念に関する研修を受講し、

気象予報作業に不可欠な基礎知識や技術を習得した。ワーキンググループ 5 名のうち 2 名

が長期海外留学や退職をしたため、現在 CP が中心となって若手技術者の育成を行ってい

る。 

 

アウトプット 4: 干ばつ/ゾド早期警戒システム 

干ばつ／ゾドの早期警戒システムが構築される 
 

モンゴルでは、干ばつ／ゾド（雪害）等の自然災害に対する脆弱性から、より適時且つ正確な農業

／牧畜気象情報に対する期待は高い。本アウトプットは、既存の農業／牧畜気象観測を整備・強化す

るとともに、それら観測データに基づく干ばつ／ゾドの早期警戒体制の構築に従事する人材を育成す

ることを目的としている。本プロジェクトの実施により、牧草量と草丈地図のスケールが郡（ソム）

から村（バグ）に細域化された。さらに干ばつ/ゾドの警報発出に必要な警報ラインを定めたガイド

ラインが作成された。 

アウトプット 4 の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、良い（B）と判断した。 

 村（バグ）スケールでの精度の高い牧草量と草丈地図が作成される 
開始当初は観測データの不備という問題に直面したものの、全国の観測地点から GPS によ

る牧草データを収集し、従来の郡スケールから村スケールの牧草量及び草丈地図の作成に

成功した。これらの牧草地図は 2007 年以降、毎年 8 月に干ばつ／ゾドへの事前対策に必

要な情報としてパンフレットに取り纏められ、全県の気象台だけでなく MFA、NEMA、メ

ディア等に配布されている。 

 

2008 年度版パンフレットの内容（一部抜粋） 

1. 2008－2009 の冬季気候予測 

2. 2008/10－2009/3 の各月の気候予測 

3. 全国の村レベル牧草量地図 

4. 2008/10－2009/3 の大気気温予測と降水量予測 

                                                        
7 観測（解析）誤差程度のわずかな違いのある複数の初期値を基に数値予報を行い、それぞれの結果を統計的に処理

する予測手法。 
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 警報情報のガイドラインが業務に活用される 
干ばつ/ゾドの警戒ライン等を取り纏めたガイドラインが作成され、2008 年 2 月に

NAMHEM から干ばつ／ゾド評価ワーキンググループ8に提出された。現在同ワーキンググ

ループにて干ばつ／ゾドの早期警戒システムの構築を協議中であることから、本ガイドラ

インにある警戒ラインの活用については未定であるが、早期警戒に必要な状態地図の作成

部分は現業化されている。 

 

 GIS による早期警戒を行える技術者が 4 名育成される 
事前・基礎研修フェーズでは、CP4 名が、干ばつ早期警戒システムに関する講義や、村ス

ケールの牧草状態地図の作成に必要な GIS 技術の指導を通じて、継続的に牧草状態の地図

作成に係る技術を習得した。同 4 人は、牧草状態の地図に基づき干ばつ／ゾド発生の早期

警戒発出に必要な知識を有しているものの、上述の通りガイドラインが承認されていない

為、現時点で業務に活用されているのは限定的である。 

 

アウトプット 5: 気象サービス普及 

国、地方自治体、関係機関及び末端利用者（牧畜民や住民を含む）の気象情報の理解度が向上

する 
 

モンゴルでは、首都・地方において気象情報への期待は大きいものの、その内容や利用方法に関す

る人々の理解は不足しており、適切な防災活動に活用されている例は少ない。本アウトプットでは、

防災関係省庁やパイロット県の防災関係機関及び住民を対象としたセミナーやワークショップ9を通

じて、気象情報利用者のニーズを把握すると同時に気象情報に関する理解度向上を目指している（ワ

ークショップ開催実績については別添資料 4 を参照ありたい）。NAMHEM にとって、気象情報に関

する地方でのワークショップ実施は初の試みであったが、住民の関心の高さ、CP のオーナーシップ

の高さ、県気象台や防災関係機関との良好な協力関係が促進要因となり活動は順調に進んだ。本活動

の実施により、気象情報を受ける側の知識が深まっただけでなく、提供する側も利用者との対話を通

じて気象予報業務へのインセンティブを高めることに繋がった。さらに、NAMHEM と関係省庁、特

に NEMA との連携関係の促進に貢献した旨も報告された。 

アウトプット 5 の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、非常に良い（A）と判断した。 

 のべ 640 名の気象情報利用者が気象情報の利用に係る知見を得る 
プロジェクト期間内に、合計 24 回のセミナー及びワークショップ（ウランバートルで 3

回、パイロット県で 21 回）が実施された。主な参加者は、関係省庁（MNET, MFA, NEMA

等）、民間企業、県庁防災職員、県気象台職員、遊牧民等であり、合計 943 名が参加した。

目標値である 640 人を大幅に上回った要因として、参加者の希望に応えて県中心部から郡

にまで出向いてワークショップを開催し、多くの遊牧民を招集できた点が挙げられる。こ

                                                        
8 MNET, MFA, NEMA, NAMHEM で構成され、モンゴル国内の干ばつ／ゾド早期警戒システム構築につき協議を行っ

ている。 
9 3 種類のセミナー・ワークショップが実施された。【①関係省庁代表者及び実務者向けセミナー、②関係省庁実務者

向けワークショップ、③地方防災関係機関及び末端利用者向けワークショップ】なお、セミナーはプロジェクトの広

報を主な目的とし、ワークショップは気象情報利用者の啓発を主な目的としている。 
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れら参加者の知識の向上に関する調査は行われていないため、本評価において本プロジェ

クトとの因果関係を明らかにすることは困難である。しかしながら、NAMHEM が気象情

報に係るワークショップを地方で開催するのは初めてであることから、参加者、特に遠隔

地に居住する遊牧民が気象情報に係る知識を得る最初の機会であったと言える。 

さらに、参加者の気象情報に対する要望を反映させたリーフレットが作成され、プロジェ

クトの実施期間中に約 14,000 部が印刷・配布された。これらのリーフレットは、ワークシ

ョップの参加者から近隣の住民へ、県気象台から郡や村の観測所員に配布されており、遠

隔地における気象情報の普及という点から効果的であったと考えられる。 

 

本プロジェクトで作成されたリーフレットの内容（一部抜粋） 

1) 注意警報の意義 

2) 降水量の測定方法 

3) 雹の発生メカニズム 

4) 雷の発生メカニズム 

5) 雷が発生した際の避難方法 

6) 強風によって引き起こされる被害 

 

アウトプット 6: 気象観測・予報システム運用維持管理 

気象観測・予報システム（気象レーダ及びコンピューター・ネットワーク）が安定して運用さ

れる 
 

アウトプット 6 は、これまで日本が無償資金協力を通じて供与したドップラー気象レーダ及びコン

ピューター・ネットワーク等の持続的な利用促進と維持管理を目指し、機材の運営維持管理やシステ

ムの運用に必要な人材の育成を目的としている。日本人専門家やCPに対する聞き取り調査において、

評価時点における気象観測・予報システムの運用維持に従事する技術は十分なレベルに達しているこ

とが確認された。 

アウトプット 6 の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、大変良い（A）と判断した。 

 気象観測（気象レーダ）の適切な稼働率が維持される 
プロジェクト開始前は、気象レーダの定期点検が徹底されていなかったが、本プロジェク

トにより点検マニュアルが整備され、定期点検が定常化した。そのため、機材の故障を未

然に防ぐことが可能となり、安定的な稼働率が維持されている。CP に対するインタビュ

ーによると、運用維持管理に従事する技術者が増員され、定期点検を徹底した結果これま

で大きなトラブルは生じていない。 

 

 気象レーダを運用維持管理できる技術者が 3 名育成される 
気象レーダ運用維持管理に対する見識及び技術レベルの向上を図るため、気象レーダに関

する講義、運用維持管理マニュアルや点検簿の作成、定期点検やトラブルシューティング

の実習を実施した。プロジェクト開始前はレーダの維持管理の担当者は 1 名のみであった

のに対し、現在は 5 名の技術者が気象レーダの定期点検やデータの伝送に従事している。 
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 NAMHEM のコンピューター・ネットワークの問題点が解決される 
プロジェクトの初年度に CP と専門家の間で作成したコンピューター・ネットワーク改善

計画に基づき、NAMHEM 内のネットワーク問題を段階的に解決した。主な改善点として

は、NAMHEM 内の県気象台、気象レーダ観測所、航空気象センター間のネットワーク運

用が可能になった点が挙げられる。 

 

 NAMHEM のコンピューター・ネットワークを運用維持管理できる技術者が 2 名以上育成される 
NAMHEM の情報計算センターの職員を対象とした、コンピューター・ネットワークの問

題点の解決方法や機器の導入・設定方法に関する技術指導が行われた。評価時点で、5 名

の技術者が NAMHEM 内及び県気象台のネットワーク管理を行っていることが確認された。 

 

アウトプット 7: 黄砂モニタンリング 

黄砂観測情報が作成される 
 

本アウトプットはプロジェクト開始後の 2005 年 3 月に追加されたものであり、黄砂モニタリング

ネットワーク構築に必要な資機材の供与と人材育成を目的としている。黄砂観測機器が設置された４

か所の観測所から定期的に伝送されてくるデータは、CP や日本人専門家により黄砂の飛来状況や大

気汚染の状態の分析に必要な情報として有効に活用されている。 

アウトプット 7 の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、大変良い（A）と判断した。 

 解析処理された黄砂情報が作成される 
2007 年 10 月頃に 4 か所の観測サイト（ザミンウッド、サインシャンド、ダランザドガド、

ウランバートル）に、地上モニタリングシステム、ライダー等が配置され、各地点の黄砂

観測データをウランバートルに集積する作業が開始された。この黄砂情報の分析結果は、

国内外の会議や気象雑誌等で公表されていると同時に、日本の環境省に伝送され広域黄砂

予報として活用されている。 

 

 黄砂モニタリングに関する技術を習得した技術者が 4 名育成される 
黄砂観測機材が供与された観測サイトの代表者、計 4 名を対象とし、本プロジェクトで供

与した機材の運用維持管理に係る個別指導を各観測所にて計 4 回実施した。さらに、2008

年 9 月 24 日にウランバートルにて、黄砂観測データの解析・処理・共有状況を周知する

ために、対象者 4 名以外に観測台長やその他の技術者を招待し、ワークショップを開催し

た。 

3-4 プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト目標: 

気象業務従事者及び環境専門家の人材育成を通じて、より信頼性の高い有用な気象情報（黄砂

を含む）が適時に提供される 
 

プロジェクト目標の達成状況は以下の指標の達成状況に基づき、良い（B）と判断した。 
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本評価チームは、（1）日本人専門家により移転された技術が NAMHEM の日常業務に有効活用さ

れていること、（2）CP が新たに習得した技術を若手の技術者に普及していることを確認し、NAMHEM

の人材育成を通じ組織能力が強化されつつあると判断した。 

 領域数値予報や新しい気象解析手法による予報が短期（1 日 2 回）・中期（1 日 1 回）・長期（月
1 回）提供される 

数値予報モデルを用いた短期予報は NAMHEM の予報業務システムに導入さており、短期

予報と中期予報は計画通りに実施され毎日の予報業務に活用されている。長期予報は現在

分析中であり、今年中に IMH の科学委員会に提出され、現業化に必要な承認を受ける予定

である。 

 

 モンゴル国の気候変化予測情報がプロジェクト終了までに 1 回提供される 
CP はモンゴルの領域気候モデル（RegCM3）を用いて、20 年現在予測と 20 年将来予測の

気候変化予測を行っている。このモデル結果の分析作業は、プロジェクト終了時までに完

成する予定である。この気候変化予測情報の公開のタイミングと方法については今後

NAMHEM 内で検討される必要がある。 

 

 干ばつ／ゾドに係る情報が毎年 1 回（8 月末に）提供される 
これまで NAMHEM は干ばつ/ゾドを予測するに必要な郡スケールの牧養力地図を作成し

てきたが、本プロジェクトではより細域化した村スケールの牧養力地図の作成に成功した。

この地図は 2007 年 8 月以降、毎年 8 月に作成され、MFA や NEMA、マスメディア（新聞）

等に対して提供された。 

 

 黄砂モニタリングデータが年間 300 日間伝送される 
黄砂モニタリングデータは機材設置時から継続的に NAMHEM に伝送されている。 

2008 年 1 月から 7 月の伝送率は 95％であり、目標伝送率の 83％（年間 300 日）を超えて

いることから、各観測所より安定的な伝送が行われていることが確認された。 

 

 利用者（行政機関、牧畜民等）の気象情報提供に関する満足度が向上する 
ワークショップは定点的な実施ではなく異なるグループを対象としているため、本プロジ

ェクトで実施されたワークショップにより、利用者の気象情報に対する満足度がどれほど

向上したかという因果関係を検証するのは困難である。しかしながら、本調査中の県庁職

員や遊牧民に対する聞き取り調査において、以前より頻繁に気象情報を聞くようになった

こと、気象情報に基づいてその日の作業を計画するようになった等の意見が聴かれ、気象

情報に対する信頼や満足度の向上の現れであると言える。 

 

3-5 上位目標の達成見込み 
上位目標  

気象情報が自然災害管理や気候変化の影響評価に活用される 
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 気象情報に基づいた自然災害管理計画や気候変化の影響評価が作成・実施される。 
NAMHEM の提供する気象情報サービスの精度は向上したものの、自然災害管理計画等の

政策作成に活用されるまでには至っておらず、今後は NAMHEM と関連省庁との間で連携

関係を深め、自然災害や気候変化等への具体的な対応策につき協議を行っていくことが肝

要である。 

アウトプット 5 の下で実施された、プロジェクトの広報を目的としたセミナーの開催は、

自然災害管理に係る関連省庁に気象情報の活用方法を周知するだけでなく、関連省庁との

水平的なネットワークを構築する上でも有効であった。このようなセミナーの実施も上位

目標の達成見込みを高める上で有効な手段と言える。 

 

3-6 プロジェクトの実施プロセスに係る事項 

 マネジメント体制：プロジェクトマネジメント体制は総じて適切であったことが、関係者へのア

ンケートや聞き取り調査から明らかになった。専門家の不在時の技術面でのモニタリングは、メ

ールを通じて課題や問題に対応していたことが報告された。一方で、日本人専門家とCPの間で、

PDM に基づいたアウトプットの達成状況を確認し、モニタリングするための定期的且つ継続的

なミーティングを徹底するならば、プロジェクトの管理体制の強化と共により効率的な運営実施

に繋がったと考えられる。 

 コミュニケーション：モンゴル側と日本側のコミュニケーションについては、中間評価において

一部課題が指摘されたものの、双方の努力により改善されたため、CP やその他の職員がプロジ

ェクトの活動に積極的に関与することに繋がった。日本人専門家はモンゴル人の調整員や通訳を

雇用し、NAMHEM は CP を英語の語学コースに参加させて英語力の向上に努めた結果、双方の

コミュニケーションは円滑に行われた。 

 オーナーシップ： NAMHEM の CP や技術者は、プロジェクトの活動に対する参加意欲が非常に

高く、結果として諸活動を円滑に進めることに貢献した。CP への聞き取り調査によると、日本

人専門家から移転された知識や技術は彼らの日常業務に直結するものであり、モンゴル側の技術

的ニーズに合っていた点が指摘された。その他に CP のオーナーシップを高めた要因として、地

方ワークショップでの利用者との直接対話が挙げられる。このセッションへの参加は、利用者が

使いやすい気象サービスの提供を促すきっかけとなった旨が報告された。
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第4章 評価 5 項目による評価結果 

4-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、モンゴルの開発政策、日本の ODA 政策、ターゲットグループのニーズの

観点から、非常に高い（A）と判断された。 

本プロジェクトは人材育成を通じモンゴルの気象サービスの向上を目指している。「モンゴル政府

行動計画の実施計画 2004-2008」に基づいて策定された「NAMHEM の 2015 年までの気象環境プログ

ラム」では、2015 年までに NAMHEM の人材育成、気象機材の近代化、気象ネットワークの構築等

を通じた気象サービス業務の向上を目指すことが明記されている。また、日本の ODA 政策である「対

モンゴル国別援助計画 2004」でも、重点分野の一つである環境保全の中で、総合的な気象・環境モ

ニタリングや自然環境情報整備への支援が明記されていることから、本プロジェクトとの整合性を有

している。 

農牧業に依存するモンゴルにとって、干ばつやゾド等の自然災害は安定的な社会経済発展を妨げる

要因の一つとなっており、精度の高い気象サービスを提供するために数値予報や気象解析などの先進

技術を導入・活用することが急務となっている。NAMHEM は気象情報提供を一元的に掌握する政府

機関であり、気象サービスの向上において NAMHEM 職員の知識や技術の向上は不可欠であること

から、ターゲットグループ及び実施機関の選定は適切であり、モンゴル側のニーズと合致していたと

考えられる。 

4-2 有効性 

プロジェクトの有効性は高い（B）と判断された。 

プロジェクトの実施により、CP の気象に関する知識や技術の向上を通じて気象サービスの向上が

確認された。しかし、本評価時点で達成状況を測るための指標が一部満たされていないことから、前

述 3-4 のとおり「プロジェクト目標はほぼ達成されつつある」（B）と判断された。 

本プロジェクトで計画されたアウトプット 1,2,3,4,6,7 は、NAMHEM の気象サービス向上に不可欠

な先進的な技術や知識の移転を行っていることから、プロジェクト目標の達成に直接的に貢献してい

ると考えられる。アウトプット 5 は、気象情報の利用者である行政機関や遊牧民を対象とした啓発活

動を行うと同時に、利用者のニーズを反映させた気象サービスの質の向上を促進するものである。 

また、プロジェクト目標の達成に貢献した要因として、NAMHEM と日本人専門家の良好な信頼関

係に加え、1997 年以降の 2 度にわたる無償資金協力によって整備されたハード基盤を有効的に活用

した点が挙げられる。 

4-3 効率性 

効率性は高い（B）と判断された。 

日本側の投入は、量・質・タイミングとも適切であり、それらの投入はプロジェクト目標の達成の

為に十分に活用されたことが確認された。CP への質問票の回答によると、日本人専門家の技術は
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NAMHEM の技術者のニーズに適合していたことが明らかになった。また、日本側から供与された資

機材も適切に使用されおり、維持管理に必要な技術者も適切に配置されている。モニタリングに関し

ては、CP は専門家不在時もメールを通じて技術的な個別指導を受けることができたが、プロジェク

トの効率性をより高めるためには、プロジェクトチーム全体として PDM に基づいた進捗状況の確認

をより頻繁に行う必要があったと考えられる。 

モンゴル側からも、本プロジェクトの実施に必要な人員や施設が適切に提供された。CP の留学や

異動によって幾つかの活動に遅れが生じたものの、最終的には活動の全ては達成される見込みである。

ローカルコスト負担については、NAMHEM の機材室の改装費、地方ワークショップや牧養力地図作

成に係る CP の出張旅費、黄砂観測機器の設置に係る一部費用等がプロジェクト実施期間中滞りなく

配分された。 

4-4 インパクト 

本プロジェクトの上位目標の達成見込みは限定的であるが、その他のプラスのインパクトが幾つか報

告されており、本プロジェクトのインパクトは高い（B）と判断された。 

上位目標を達成するためには、NAMHEM と関連機関との連携関係が強化され、気象情報が自然災

害管理に係る政策作成に活用されることが不可欠であるが、現時点では、精度の上がった気象情報を

関連機関と共有する初期段階にあると言える。上位目標の達成見込みを高めるには、例えば、本プロ

ジェクトで作成された干ばつ／ゾドに関する早期警戒ガイドラインを自然災害対策の一部として活

用すること、気候変化予測の結果を長期的な自然災害管理計画に反映させること等を関連省庁・機関

の間で協議していくことが挙げられる。 

プラスのインパクトとして、CP の一人が本プロジェクトの成果の一つである黄砂モニタリングデ

ータを活用して、その分析結果を国内外の会議で発表したり、研究ネットワークを拡大し国立環境研

究所との共同研究を計画していることが報告された。さらに、本評価調査中に訪問したドンドゴビ県

とヘンティ県における聞き取り調査において、①地方ワークショップによる啓発活動、②気象予報の

精度向上、③予報区の細域化により、気象サービス利用者の信頼度、満足度が向上し、気象情報に合

わせて行動を変化させた事例10が報告された。 

4-5 自立発展性 

政策面、組織面、技術面での自立発展性は非常に高い（A）と判断された。 

 政策面: NAMHEM の「2015 年までの気象環境プログラム」に明記されているとおり NAMHEM

は気象分野の人材育成、気象情報の向上、全国の気象ネットワークの構築を行う計画を有してい

る。よって、本プロジェクトの成果を継続させるための政策的な支援と NAMHEM のコミット

メントが確保されていると判断された。 

 組織面･財政面: NAMHEM は自然環境省の気象情報提供を掌握する政府組織として、モンゴルの

気象セクターにおける高い責任感とオーナーシップを有している。殆どすべての CP や技術者が

                                                        
10 例えば、ドンドゴビ県やヘンティ県での遊牧民に対するインタビューでは、「ワークショップで習ったとおり、雷

が鳴ったら馬から降りるようになった」「砂嵐が来るという天気予報を聞いたので、家畜を遠くまで移動させなかっ

た」「以前に増して、ラジオの天気予報番組を定期的に聞くようになった」という行動変化を示す事例が報告された。 
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移転された知識や技術を日常業務に活用しており、それらの技術は若い技術者の育成を通じて組

織に定着しつつある。このような CP による人材育成は、NAMHEM の組織としての自立発展性

を高めていると考えられる。 

下表に示すととおり、気象分野への国家的戦略上の重要性から NAMHEM の財政状況は改善し

ており、プロジェクト実施期間中も安定的にローカルコストが負担されており、資機材を独自で

購入する等の高い自立性も見られた。しかし関係者への聞き取り調査では、特に黄砂ライダーの

維持管理・消耗品の購入、また燃料費の高騰により地方出張に制約が生じることが、プロジェク

ト終了後の財政面での懸念事項として指摘された。 

表: NAMHEM の年間予算と職員数 2005-2008 
 2005 2006 2007 2008 

予算（百万ﾄｩｸﾞﾙｸﾞ） 2736.3 3593.4 4490.0 8758.2 

中央 309 289 291 302 職員数 

地方 1332 1930 1397 1941 

出所 :NAMHEM 国際協力部からの提供資料 

 技術面： CP は本プロジェクトを通じて習得した新しい技術や知識を既に日常業務に活用してい

ることから、技術・知識面での定着率・持続性は高いと考えられる。その要因としては、日本人

専門家から移転された技術や知識が CP のニーズと合致していたこと、日常業務に直接活用でき

る技術が移転されたことが挙げられる。さらに、CP の一部はこれら最新の技術や知識を若手技

術者に普及しており、CP による人材育成が行われている。また、本プロジェクトで供与された

機材の維持管理についても、本評価調査中に適切に活用され維持されていることが確認されてお

り、今後も引き続き維持管理されていくと考えられる。 

4-6 結論 
本プロジェクトは、モンゴルの気象サービスの向上に貢献すべく NAMHEM の人材育成を行って

きた。７つのアウトプットはほぼ計画通りに達成され、プロジェクト目標である「人材育成を通じた

より精度の高い気象情報の提供」は実現しつつある。本評価時点で、幾つかの活動が継続中だが、

CP は独自でそれらの活動を継続し、日常業務に活用し、さらにその成果を普及できる十分な能力レ

ベルに達している。よって、本プロジェクトの自立発展性は非常に高いと判断された。 

本プロジェクトの実施により、NAMHEM 職員の気象情報に係る技術や知識が向上しただけでなく、

地方でのワークショップを通じて気象情報を利用する人々の意識や行動の変化がもたらされたこと

も確認された。プロジェクトの成果をさらに拡大していくためにも、NAMHEM が関連省庁や機関と

の連携を強化し、自然災害管理における気象セクターの役割をより明確なものにしていくことが望ま

れる。
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第5章 提言 

モンゴル気象庁が本プロジェクトの成果を活かし、モンゴル国民他、気象及びその関連情報を必要

とする政府及び民間機関の期待に応える活動を継続するとともに、その活動を一層発展させることを

念願し、当面、特に留意すべき事項について以下の提言を行った。 

１． 引き続き数値予報モデルの検証を行い、業務に活用する。 
数値予報モデルは継続的に検証され、その結果は予報官に示されるべきである。改善されたモデル

の精度を示すことにより、予報作成時における有効性が示され、業務における運用的な利用を促進す

ると考えられる。 

２． 干ばつ・ゾド、気候変動等にかかるプロジェクトの成果品を一般社会へ幅広く普及・展開する。 
本プロジェクトはモンゴル国民に対し、様々な天気・気象情報を提供してきた。気象観測・予報、

また、干ばつ／ゾドに関連する牧草の成長・牧養力調査等にかかる精度が向上した情報は、遊牧民を

含む一般社会より有益な情報として認識されるようになった。更に、気候変化の予測及び過去の異常

気象に関する事例研究も 2008 年 10 月に完了する予定であるが、これらの情報を一般社会へ幅広く普

及・展開（出版等）するための計画を早期に策定する必要があると思われる。 

３． 干ばつ・ゾドの早期警報システムを設立し、一般社会へ確実に情報を届けるための NAMHEM
内の体制作り及び関係省庁への情報供与を行う。 

モンゴル国民の大半は農業又は牧業で生活を営んでいるため、干ばつ・ゾド及び牧草の成長にかか

る情報を適時に公表する必要がある。NAMHEM は MFA を含む関係省庁に対し、干ばつ・ゾドの情

報を分析し提供する重要な役割を担っている。NAMHEM の IMC や ICC 等の関係部局が協力し、早

期警報システム体制を早期に設立する必要がある。 

４． プロジェクトの３つのパイロット県で行った各研修を引き続き対象地域を広げて実施する。 
ウランバートル及びヘンティ県、ドンドゴビ県、ゴビアルタイ県のパイロット県で実施されたセミ

ナー及びワークショップは行政官及び一般社会の天気・気象情報に関する知識を深めることができた。

このような機会は気象情報のエンドユーザーにとって重要であり、今後においても対象地域を拡大し、

継続的に実施するべきである。 

５． プロジェクト終了後も上記の活動及び供与機材の維持管理を継続的に行うための予算を確保する。 
NAMHEM による予算措置はプロジェクト実施中にも大きな改善がみられたが、今後においても持

続的にプロジェクトでも実施された活動を継続するには、更なる予算強化が必要だと思われる。具体

的には主に次の 6 項目とする。1) 気象・黄砂観測機材のメインテナンス、2) 新技術の取得、3) 全国

の測候所等からの気象データ収集、4) 気象情報を普及する（パンフレット、HP 等）資料の作成・配

布、5) セミナー・ワークショップ開催、6) 牧草の成長・牧養力にかかる村落レベルの地図作成。
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第6章 教訓 

（1）技術移転に関すること：本プロジェクトで人材育成の対象となった CP は、気象業務におけ

る豊富な知識と経験を有していたため、日本人専門家による先進的な技術・知識が効率的に

行われた。リーダー的存在であるCPは若手技術者への技術移転や知識の普及を行っており、

そのような人材の選定は自立発展性を高める要因となった。さらに、移転された知識・技術

の多くは業務に直結する実用的なものであり、CP の体制的・技術的ニーズに対応していたこ

とから、CP の参加意欲を高めることにも貢献した。 

 

（2）モニタリング体制に関すること：短期専門家派遣が中心となる技術移転は、プロジェクトの

進捗状況を確認するためのモニタリングを継続的に実施する上で困難が生じる場合がある。

プロジェクトの実施過程において、CP と日本人専門家がプロジェクトの進捗状況を共有し、

問題について協議する場を積極的に設けることは重要である。より緊密で定期的なコミュニ

ケーションの場を設けることが、プロジェクトの効率性を高めると考えられる。 



 
 

7-1

第7章 調査団長所感 

（1）それぞれのアウトプットにおいて具体的な成果を挙げ、プロジェクト目標は達成されており、

プロジェクトは成功したと言える。その主な要因は、気象庁（NAMHEM）の本プロジェク

トに対するオーナーシップの強さ、JICA 専門家の技術移転の熱意・工夫、カウンターパート

（CP）の新しい技術を習得しようとする熱意等幾つかあるが、技術移転の内容が気象観測・

予報、牧草の成長・牧養力調査等 CP の日常業務に直結しているとともに、協力を開始する

前にそれぞれの CP が既に、協力対象分野について一定の技術能力を有していたことが大き

な要因である。また、1998 年以降の２回に亘る無償資金協力により、気象観測及び予報、コ

ンピューター・ネットワーク等の機材が整備されていたことも円滑な技術移転の大きな要因

であった。 

 

（2）時には遊牧民の生命に関わる急な寒波や吹雪などの気象予報だけでなく、牧草の成長状態を

調査し、遊牧民の生計に直結している草地の状態に関する情報を全国の村（バグ）レベルの

精度で毎年、公表できるようになったのは大きな成果である。今後、防災の観点からも様々

な気象観測情報をより早く分析し、急激な気象変化の短期予報や旱魃及びゾドに関する季節

予報を適時に発表する体制を NAMHEM 内だけではなく、自然環境省及び緊急事態総局、食

料農業省などと緊密な連携を行い、整備することが重要である。また、牧草の成長や家畜生

育状態などの情報については NAMHEM だけでなく食料農業省とも協力・分担し、調査する

ことにより、効率的で精度の高い情報を収集することが可能になるのではないであろうか。 

 

（3）黄砂観測に関しては本プロジェクトによりウランバートルほか４地点にライダーなどの観

測機材が設置されて以降、１年以上に亘り継続的な観測データが得られ、モンゴルの黄砂研

究の質の向上に大きな貢献をしている。前述の４地点で観測された黄砂データはモンゴル国

内だけでなく、わが国の国立環境研究所に提供され、中国、韓国を含む北東アジアの黄砂観

測・研究にも寄与しており、その意義は大きい。黄砂観測・研究については NAMHEM と国

立環境研究所の間で協力の合意書が既に交わされており、今回の協力の成果を基礎にさらに

黄砂研究が進展することを期待する。 

 

（4）個々の専門家とそれぞれの CP は良好な関係とコミュニケーションが取れていたようである

が、専門家グループとプロジェクト・マネージャ他 CP の主要なメンバーがプロジェクトの

進捗管理に関し、より頻繁に定期会合を開催し、協力の進捗、成果の達成度、問題点等を双

方で確認し、必要な対策を適時、検討すればさらに質の高い協力結果が得られたと思われる。 

 

（5）セミナー・ワークショップを通じ、NAMHEM が提供する気象予報や雷、旱魃・ゾド等の気

象災害、気象情報の理解の仕方、NAMHEM の業務・役割等に関する情報を緊急事態総局、

食料農業省等の関係省庁だけでなく、遊牧民等一般国民に提供したことは、NAMHEM の重

要性をより多くの人々に再認識させただけでなく、気象予報他の気象情報について国民の関

心を高めたことは非常に意義がある。今後も、NAMHEM がそのような広報・普及活動を継
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続することを期待する。また、本プロジェクトの成果を基に、NAMHEM が技術的向上と必

要予算の獲得の努力を継続し、さらに確度が高く、国民の信頼を得られる気象予報を提供す

るとともに、気候変動、旱魃・ゾドに関わる予報等についてもその精度を高めることを期待

する。
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第8章 気象分析団員所感 

当該評価調査に気象分析評価担当としてあたり、小職が専門とする予報業務を中心に、NAMHEM

の業務および本プロジェクトによる効果について以下所感を述べる。 

（1）NAMHEM による気象業務について 

NAMHEM における気象業務を、本局、県気象台、測候所について調査した際、職員は各級

官署において使命感を持って職務を遂行しているものと感じた。 

現在本局、県気象台、測候所の所掌業務ははっきり分かれている。すなわち、本局では各種

データの収集・解析及び全国の気象に係る監視・予報を行っている。収集したデータをもとに

した予測情報等は、県気象台、関係省庁等へ即時的情報または一定期間に対する報告書として

通知される。県気象台では本局作成による資料による県内のソム（郡）を対象とした中期予報

の発表、県内測候所・観測所の観測値の本局への通報、県庁等関係機関との調整を行う。測候

所では、ソムレベルでの観測と県気象台への通報が業務の中心である。本プロジェクトは、総

じて上記体制による業務の円滑化を図り、業務体制の更なる強化に資するものであると感じた。 

（2）NAMHEM 本局の業務と本プロジェクトによる業務改善 

本局では短期・中期予報を一日二回発表しており、テレビ局用の天気予報用の画像を作成し、

予報担当者が国営テレビで解説を行う他、ラジオ局へ予報解説資料を FAX で送付している。

また、ウランバートル市内の警報システム用資料を作成している。上記予報・警報に必要な国

内の観測値、空港ドップラーレーダーのデータを集約するネットワークは、本プロジェクトに

より通信効率が格段に向上し、業務遂行に係る要件を満たすことができたと考える。また、国

内・周辺国の観測値や、各国のデータバンクから取得した全球数値予報データを、予報官用に

カスタマイズした図に示す他（機材は前回プロジェクトで整備）、本プロジェクトによってヨ

ーロッパ中期予報センター（ECMWF）の数値予報から各県主要地点の気温予想を行うガイダ

ンスを導入したことにより、予報精度および予報作業の効率化に大幅な改善が見られている。

作成された予測資料は、本プロジェクトによるネットワークの改善により、本局、県気象台に

おける端末において遅滞なく表示できるようになっている。本プロジェクトで開発されたモン

ゴルにおける領域数値予報モデルは、当国で課題となっている局地的な豪雨予測に資するもの

と考える。また当該モデルによりモンゴル領域の予報精度が向上し、予報期間が 3 日から 5

日に延長されている。当該モデルは各国の全球モデルと同様、予報端末で表示可能となってい

るが、予報官が有効活用しているとは言い難い。理由として当該モデルの終了時刻が予報発表

時間に間に合わないことがあげられるが、来年夏には解決される見込みとのことである。一方、

開発したモデルの精度検証と、従来のモデルとの比較等を行い、有効性を予報官にアピールし、

現業作業に活用するよう働きかける必要があると感じる。また、開発体制については、今後若

手職員への技術の移植が必要であるとともに、担当者の異動も考慮し、モデルの実行環境、開

発の経緯をまとめたマニュアルを整備する必要があると感じた。NAMHEM としても、組織と

して予報精度改善に直結するモデル開発分野の体制強化を考慮していくべきではないかと考

える。本プロジェクトにより、当該分野のリーダーが育成されたと考えられ、今後モデルを用
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いて業務をどう進めるかの戦略を組織的に決定する体制を整えれば、NAMHEM の気象業務は

さらに改善していくと考えられる。 

（3）県気象台の業務と本プロジェクトによる業務改善 

県気象台においてはソム単位の観測データ収集・本局への通報と予報発表、牧草等の状況調

査・本局への報告等が主な業務である。観測データ収集と予測資料閲覧は、前回プロジェクト

整備の機材によるが、本プロジェクトにより通信状況が向上し、予報作業が遅滞なく行えるよ

うになった他、インターネット接続も可能となり、業務に必要な情報の取得手段が改善された

ことにより予報官の技術・知識向上につながっている。一方、測候所等から本局への観測通報

中継、測候所への予報伝達は電話によるため、3 時間ごとの数地点の観測値の聞き取りと手入

力、予報文の伝達にかなりの労力が割かれており、当該作業の省力化は今後の課題となるかと

思われる。本プロジェクトによる本局のガイダンスは県の中心地が対象であり、その他のソム

については経験等をもとに予報を行っているもようである。ソムレベルでのガイダンス等予測

ツールの作成、予測技術の向上が更なる精度向上につながるが、これに対しては領域モデルを

利用したガイダンス等の開発、県気象台に対する本局による研修指導の強化及び人事交流等が

有効であると考えられる。部外機関との連絡・調整は、本プロジェクトによって改善された。

直接顔をつき合わせた防災業務等に関する協議は各機関との連携を緊密にする。一方予報・警

報の各機関への伝達手段は FAX、電話、あるいは直接通知の場合もあり、情報の即時性・人

的資源活用の面から、住民への伝達手段の確保とともに今後課題となると思われる。 

（4）測候所での気象業務 

測候所では所長を含めて 5 人程度で一名ずつ 8 時間勤務を交代で行っている。3 時間ごとの

観測と県気象台への通報が主な業務であり、周辺住民からの問い合わせ対応もあるとのことで

ある。職員は大学あるいは単科大学を卒業した地元出身者が多く、勤勉に業務を遂行している。

一方、観測・通報について自動化された機材はない。この分野への現時点での投資は困難かと

も思われるが、職員のモチベーション維持も含め、今後の課題となるかと思われる。 
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